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1.重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準

徴収不能引当金
未収入金及び長期貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。
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施設資金引当資産
教育振興資金引当資産

長期貸付金
退職給与引当特定資産
奨学資金引当特定資産
減価償却引当特定資産
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退職給与引当金

①

②

③その他について、期末要支給額30,550400円の100％を計上している。

(2) その他重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。

ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引の処理方法

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。

学寮その他の教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

補助活動に係る収支は総額で表示している。

２．重要な会計方針の変更等　　　

３．減価償却額の累計額の合計額 円

４．徴収不能引当金の合計額 円

５．担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土地 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1) 有価証券の時価情報

(単位：円)

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

(うち満期保有目的の債券) ( ) ( ) ( )

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

(うち満期保有目的の債券) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

(2) ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引　　なし

(3) 学校法人の出資による会社に係る事項　　なし

(4) 主な外貨建資産・負債　　なし

(5) 偶発債務　　　なし

(6) 所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽは次の通りである。

教育研究用機器備品 円 円

その他の機器備品 円 円

車輌 円 円

(7) 純額で表示した補助活動に係る収支 なし

(8) 関連当事者との取引　　なし

(9) 後発事象　　なし

41,619,060 27,509,475

207,034,381 79,011,843

84,926,135 46,953,294

3,029,378,930 2,920,162,280 △ 109,216,650

ﾘｰｽ資産の種類 ﾘｰｽ料総額

(うち満期保有目的の債券)

未経過ﾘｰｽ料期末残高

2,639,849,859 2,529,541,400 △ 110,308,459

合　　　計 3,029,378,930 2,920,162,280 △ 109,216,650

389,529,071 390,620,880 1,091,809

2,639,849,859 2,529,541,400 △ 110,308,459

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

389,529,071 390,620,880 1,091,809

3,376,265,242

1,899,450,000

当年度(平成18年3月31日)

高校以下について、期末要支給額985,403,712円から京都府退職金財団よりの交付金の相当額を控除した金額の100％を
計上している。

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。

9,492,051,911

「学校法人会計基準」(文部省令第18号)の改正に伴い、当会計年度から改正後の基準によっている。なお、この変更により、
従来と同一の方法によった場合と比較して基本金組入額及び当年度消費収入超過額に影響はない。

2,344,508

大学等について、期末要支給額1,686,693,273円の100％を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付
金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。


